高知県土佐和牛経営安定対策推進事業費補助金交付要綱　新旧対照表

	改　　正　　案
	現　　　　　行

	（略）

（補助目的及び補助事業）
第２条　県は、土佐和牛の生産基盤の強化を図るため、市町村（削除）（以下「補助事業者」という。）が行う土佐和牛経営安定対策推進事業（以下「補助事業」という。）に要する経費に対して、予算の範囲内で補助金を交付する。

（略）

（補助金の交付の申請）

第４条　補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、別記第１号様式による補助金交付申請書を１部知事に提出しなければならない。

（削除）
（補助事業の変更等）

第７条　補助事業者は、補助金の交付の目的を達成するため、次の各号のいずれかに該当する場合は、事前に別記第２号様式による変更（中止・廃止）承認申請書を１部知事に提出して、その承認を受けなければならない。

（補助金の概算払の請求）

第８条　補助事業者は、補助金の概算払を請求しようとするときは、別記第３号様式による概算払請求書を１部知事に提出しなければならない。

（略）

（実績報告等）

第10条　補助事業者は、補助事業が完了したときは、補助事業の完了後30日を経過した日又は当該年度の３月31日のいずれか早い日までに別記第４号様式による実績報告書を１部知事に提出しなければならない。ただし、これにより難い場合は、翌年度の４月15日までに提出しなければならない。

（削除）
（略）

附則

１　この要綱は、平成31年４月１日から施行する。

２　この要綱は、令和９年５月31日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき交付された補助金については、第６条第２項第３号から第５号まで、第９条、第10条第３項、第12条及び第14条の規定は、同日以降もなおその効力を有する。

（略）
附則

　この要綱は、令和６年４月１日から施行する。
別表（第３条関係）
（略）

（削除）
別記

第１号様式（第４条関係）

（略）

（削除）市町村名

（削除）市町村長名　　　　　　　　　　　　　　　　

（削除）

（略）

（注）記の記載は、事業ごとに次に掲げる様式とする。

様式１（削除）　土佐和牛経営安定基金造成

（削除）
（略）

（削除）
（削除）
第２号様式（第７条関係）
（略）

（削除）市町村名

（削除）市町村長名

（削除）

第３号様式（第８条関係）
（略）

　（削除）市町村名

　（削除）市町村長名　　　　　　　　　　　　　　　　

（削除）
（略）

第４号様式（第10条関係）

（略）

（削除）市町村名
（削除）市町村長名　　　　　　　　　　　　　　　　

（削除）
（略）

　記

（注）記の記載は、別記様式第１号様式の記に準じます。

（削除）
（削除）
	（略）

（補助目的及び補助事業）
第２条　県は、土佐和牛の生産基盤の強化を図るため、市町村又は高知県農業協同組合（以下「補助事業者」という。）が行う土佐和牛経営安定対策推進事業（以下「補助事業」という。）に要する経費に対して、予算の範囲内で補助金を交付する。

（略）

（補助金の交付の申請）

第４条　補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、別記第１号様式による補助金交付申請書を１部知事に提出しなければならない。

２　補助事業者は、前項の補助金交付申請書を提出するに当たり、当該補助金に係る仕入控除税額等（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除することができる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税の税率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合は、これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が明らかでない場合は、この限りでない。

３　補助事業者（市町村を除く。）が第１項の交付申請書を提出するときは、県税の滞納がない旨を証する納税証明書及び税外未収金債務の滞納がないことを証する書類（別記第２号様式）を添付しなければならない。
（補助事業の変更等）

第７条　補助事業者は、補助金の交付の目的を達成するため、次の各号のいずれかに該当する場合は、事前に別記第３号様式による変更（中止・廃止）承認申請書を１部知事に提出して、その承認を受けなければならない。

（補助金の概算払の請求）

第８条　補助事業者は、補助金の概算払を請求しようとするときは、別記第４号様式による概算払請求書を１部知事に提出しなければならない。

（略）

（実績報告等）

第10条　補助事業者は、補助事業が完了したときは、補助事業の完了後30日を経過した日又は当該年度の３月31日のいずれか早い日までに別記第５号様式による実績報告書を１部知事に提出しなければならない。ただし、これにより難い場合は、翌年度の４月15日までに提出しなければならない。

２　第４条第２項ただし書の規定により補助金の交付を申請した場合において、前項の実績報告書の提出に当たり、当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が明らかになったときは、これを補助金額から減額して報告しなければならない。

３　第４条第２項ただし書の規定により補助金の交付を申請した場合において、第１項の実績報告書を提出した後に消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が確定したときには、その金額（前項の規定により減額した補助事業者にあっては、その金額が減じた金額を上回る部分の金額）を別記第５号様式による消費税仕入控除税額等報告書により、速やかに知事に報告するとともに、知事の返還命令を受けて、これを返還しなければならない。
（略）

附則

１　この要綱は、平成31年４月１日から施行する。

２　この要綱は、令和６年５月31日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき交付された補助金については、第６条第２項第３号から第５号まで、第９条、第10条第３項、第12条及び第14条の規定は、同日以降もなおその効力を有する。

（略）
（追加）

別表（第３条関係）
（略）
２　土佐和牛繁殖用雌牛保有支援

高知県農業協同組合が行う、土佐和牛繁殖用雌牛の導入及び雌子

牛の繁殖向け自家保留を促進する取組に補助する。

（１）県内肉用牛生産者が、繁殖の用に供することを目的として、家畜市場又は高知県畜産試験場において和牛雌子牛又は妊娠牛（48月齢未満に限る。）を導入するために要する経費

（１頭当たり上限10万円）

（２）県内肉用牛生産者が、繁殖の用に供することを目的として、自らの農場において和牛雌子牛を育成して保留するために要する経費（１頭当たり対象経費は以下により算出）

　雌牛平均価格から肉用子牛生産者補給金制度での保証基準価格を差し引いた額。ただし、この方法で算出した額が、７万円以下の場合は出荷先延ばしによるかかり増し経費に相当する７万円、10万円以上の場合は10万円とする。

　雌牛平均価格：直近２回の県内家畜市場（高原家畜市場及び嶺北家畜市場）における和牛雌子牛平均価格

保証基準価格：当該年度における肉用子牛生産者補給金制度での保証基準価格の黒毛和種及び褐毛和種の平均額

※1,000円未満の端数は切り捨てる。

※対象経費は２ヶ月毎（偶数月）に改定する。

（３）上記（１）及び（２）いずれの場合においても以下の条件を全て満たす個体を補助対象とする。

ア　子牛登記証明書に損徴の記載がない個体

イ　申請時点において、公益社団法人全国和牛登録協会による正常発育曲線の体高の数値が－1.5σ以上の個体

ウ　上記（２）の雌子牛は、当該年度内に12月齢に達した個体

（４）雌子牛又は妊娠牛（以下「補助対象雌牛」という。）は、公益社団法人全国和牛登録協会の登録を受けるものとする。

（５）補助対象雌牛は繁殖障害その他やむを得ない理由により繁殖の用に供することができなくなった場合のみ廃用できるものとし、その場合、飼養者は獣医師による診断書等を補助事業者に提出するものとする。

別記

第１号様式（第４条関係）

（略）
　団体名

　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　

（申請者が市町村の場合は、市　町　村　長　）
（略）

（注）記の記載は、事業ごとに次に掲げる様式とする。

様式１－１　土佐和牛経営安定基金造成

様式１－２　土佐和牛繁殖雌牛保有支援

（略）

様式１－２　土佐和牛繁殖用雌牛保有支援
１　事業の目的

２　事業の実施計画（又は実績）

※積算の根拠となる資料を添えてください。

３　経費の配分及び負担区分

４　事業完了（予定）年月日

    　　　　年　　月　　日

５　収支予算（又は収支決算見込み）

（１）収入の部

（２）支出の部

６　振込先金融機関名、預金種目、口座番号及び口座名

７　県税の滞納がないことを証する書類

８　税外未収金債務の滞納がないことを証する書類

第２号様式（第４条関係）

誓約書兼同意書

私は、高知県土佐和牛経営安定対策推進事業費補助金の申請に当たり、高知県に対する下記の税外未収金債務の滞納がないことについて誓約します。

また、上記について、県の補助事業所管課が関係各課に対して照会すること（関係各課への個人情報の提供及び滞納の有無に関する情報の共有）に同意します。

誓約の内容に偽りがあった場合は、当該補助金の不交付の決定又は交付の決定の取消し及びこれに伴う補助金の返還に異議なく応じます。

・中小企業高度化資金貸付金、産業パワーアップ融資及び中小企業設備近代化資金貸付金償還金

　・農業改良資金貸付金償還金

　・林業・木材産業改善資金貸付金償還金

　・沿岸漁業改善資金貸付金償還金

（元号）　　年　　月　　日

高知県知事　濵田　省司　様

所在地

（代表者　職・）氏名（自署）

第３号様式（第７条関係）
（略）

団体名

代表者名

（申請者が市町村の場合は、市　町　村　長　）
第４号様式（第８条関係）
（略）
　団体名

　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　

（申請者が市町村の場合は、市　町　村　長　）
（略）

第５号様式（第10条関係）

（略）

　団体名

　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　

（申請者が市町村の場合は、市　町　村　長　）
（略）

　記

（注）記の記載は、別記様式第１号様式の記に準じます。

この場合において、様式１－２の「７県税の滞納がないことを証する書類」については記載不要とします。
第６号様式（第10条関係）
番　　　　　号
年　　月　　日
　高知県知事　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団　体　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

（申請者が市町村の場合は、市　町　村　長）

令和　　年度高知県土佐和牛経営安定対策推進事業費補助金

に係る消費税仕入控除税額等報告書　　　　　　　　　　　　

　　　　　年　　月　　日付け高知県指令　　高知畜産第　　号で補助金の（変更）交付の決定通知がありました令和　　年度土佐和牛経営安定対策推進事業について、高知県土佐和牛経営安定対策推進事業費補助金交付要綱第10条第３項の規定により報告します。

記

　（注）　報告内容に関する参考資料を添えてください。


